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Ⅰ．佐倉市について 

１．佐倉市の概要 

佐倉市は、千葉県北部、北総台地の中央部に位置し、都心から４０キロメー

トルの距離にある。成田国際空港へは東へ１５キロメートル、県庁所在地の千

葉市へは南西へ２０キロメートル、市北部には印旛沼が広がる。面積は、１０

３．５９平方キロメートル。 

 佐倉市の市域は、印旛沼の南に広がる台地、傾斜地からなっており、その間

を鹿島川や高崎川、小竹川などが流れ、印旛沼に注いでいる。標高３０メート

ル前後の台地は北から南へ向うほど高くなっている。 

 年間の平均気温は１５℃前後で、比較的温暖な気候に恵まれている。印旛沼

周辺、佐倉城址周辺、また東部、南部の農村地帯などには豊かな自然が残って

いる。 

 京成電鉄本線、ＪＲ総武本線・成田線が市の東西を貫き、都心までおよそ６

０分、成田空港と千葉へはそれぞれ２０分である。また市内には新交通システ

ム(ﾓﾉﾚｰﾙ)によるユーカリが丘線が運行し、バス路線とともに各駅と住宅地を結

ぶ市民の足となっている。 

 一方、道路は市の南部に東関東自動車道(高速道路)と、国道５１号が走り、そ

れぞれ東京と成田を結ぶほか、国道２９６号が市を横断する主要な生活道路と

なっている。 

     

                  チーバくん 
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２．下水道事業の概要 

（１）Ｈ２３年度末公共下水道整備状況 

 
（含特別環境保全公共下水道） 

 

（２）汚水使用状況 

 
 
 
（３）下水道整備の経緯 

佐倉市の下水道は、昭和４１年度に単独公共下水道として、処理面積２００

ｈａで事業認可を受け事業着手した。その後、昭和４６年度からは印旛沼流域

関連公共下水道として４４１．５ｈａの認可を受け整備に着手した。市街化調

整区域については昭和６３年２月特定環境保全公共下水道の認可を受けた。平

成３年度に住居系市街化区域の整備についてほぼ完了したことから、平成４年

度から公共下水道についても市街化調整区域に着手している。 
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（４）経営状態 

 

平成２３年度決算 

 

 

 
 

 

（５）企業会計移行についての概要 

①移行年度 

平成 26 年度 

②法適用の範囲 

全部適用 

③組織 

法適用時に上下水道統合 

④移行期間 

平成２３年度から平成２５年度 

⑤企業会計移行事務開始のきっかけ 

国からの通知および監査指摘 
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Ⅱ 移行事務事例 

１．全体スケジュール 

４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ ４ ５ ６

Ⅰ 移行事務準備

1 委託契約事務

2 総務省届出

Ⅱ 基礎調査

1 他都市の事例調査

2 他部局との関連調査

3 基本方針の検討

4 条例規則の調査

5 固定資産基礎資料作成

6 システムの調査

7

Ⅲ 資産調査及び評価

1 資料収集

2 管理単位検討

3 決算書整理

4 固定資産調査

5 固定資産評価

Ⅳ 法的化に伴う事務手続き

1 組織・体制の検討

2

3 職員研修

4 新予算の編成

5 打ち切り決算

6 金融機関指定

7 税務署届出

8 総務省報告

9 他部局との調整

Ⅴ システム構築

1 固定資産台帳システム

2 負担金システム

3

4 会計システム

Ⅵ

条例・規則等の制定・改正

下水道台帳システムデータ作成

移行スケジュールの策定

企業会計移行

２６年度２３年度 ２４年度 ２５年度

業務名
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２．法適用範囲 

（１）概要 

地方公共団体が経営する企業に、地方公営企業法が適用される場合に、組織

については原則管理者を設置し、財務については発生主義に基づく公営企業会

計方式による経理と管理者による出納が行われる。職員の身分取扱いについて

は法の全部適用を行う場合は地方公営企業等の労働関係に関する法律が適用さ

れ、一部適用の場合は法適用前と同様に地方公務員法が適用される。公共下水

道事業は任意適用事業のため、その方針を定める必要がある。 

 

（２）本市検討経緯 

 本市の場合、公営企業として上水道事業を行っており、既に上下水で徴収事

務の一元化を行っていたことから、上水道事業との統合を含めた検討を行った。

以下に本市においての比較表を示す（具体例の組織名称は検討当時のもの）。 

 

※印は下水道事業単独で全部適用を行った場合に管理者は下水道のみを扱い、上下水道統合の上管理者を置いた場合は上下水道双方を扱うことを表している。 

 

（３）結論 

本市は上水道事業と組織統合のうえ法の全部適用を行う。 
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３．組織改正について 

（１）パブリックコメントでの説明事項 

目的 

下水道事業の地方公営企業法適用に伴い、既に企業会計で運営している水道

部（水道事業）と組織統合を行い、水道事業及び下水道事業双方の「効率的な

経営」と「市民サービスの向上」を目的にします。 

 

組織改正適用日及び具体的な組織案 

平成２６年４月１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

意義 

上下水道部となることで次のようなメリットが期待されます。 

【公営企業全体の効率化】 

 ・総務、財務、料金等の共通事務に係わる人員増加を抑制できます。 

 ・上下水道における管渠情報の共有化を促進し、効率的な維持管理と建設工

事が可能となります。 

 ・災害等の危機管理体制において上下水道一体的な取り組みが可能となりま

す。 

 

【市民サービスの向上】 

水道事業と下水道事業における類似業務に係わる受付窓口が集約し、市民サ

ービスの向上が図られます。 

 

 

 

 

 

 

 

管理者 

事業管理課 給水課 施設課 下水道課

（現水道部） （追加） 

上下水道部 
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４．対象事業の範囲 

 

（１）対象事業  

 公共下水道事業（特定環境保全公共下水道事業を含む）とする。 

 

（２）対象事業以外の所管 

①農業集落排水事業 

 農業集落排水事業は、農業集落におけるし尿、生活雑排水などの汚水等を処

理する施設の整備により、農業用排水の水質の汚濁を防止し、農村地域の健全

な水循環に資するとともに、農村の基礎的な生活環境の向上を目的にした農林

水産省所管の事業である。本市では農政担当課の所管となっており、下水道事

業の法適後も引き続き農政担当課にて担当することを確認した。 

 

②雨水関連施設 

下水道として認可を受け、かつ整備済の下水道施設を下水道課所管とする。 
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５．関連部局協議内容一覧 

（１）関係部署一覧 

部署名  事務内容  協議内容具体例  

企画政策課  移行後の組織関連  

財務事務  

移行後の組織体制  

今後の実施計画（長期的な予算）  

 

財政課  財務事務  予算編成 

予算執行 

打切り決算 

各種負担 

繰入金  

起債の取り扱い 

総務課  移行後の組織関連  

条例規則制定改廃  

財務事務  

人事  

給与  

厚生  

条例の制定及び改廃  

情報システム課  システム関連  下水道台帳システム  

固定資産システム  

企業会計システム  

ＰＣおよび庁内ＬＡＮの運用  

水道事業  財務事務  

会計事務  

契約事務  

システム関連  

金融機関との調整  

人事  

給与  

条例の制定及び改廃  

出納取扱い金融機関の指定  

収納取扱い金融機関の指定  

契約検査事務  

企業会計システム共同導入  

事務費光熱費等維持管理費の調整  

企業会計での予算編成  

例月監査の調整  
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資産管理経営室  財務事務  事務費光熱費等維持管理費の調整  

土地建物備品等の引継  

契約検査室  契約事務  契約検査事務  

会計室  会計事務  

金融機関との調整  

打切り決算（会計管理者が調製者）  

引継金処理  

収納事務の移行  

移行前繰入金事務の確認  

 

  

（２）検討会の立ち上げ 

上記関連部局長及び担当者 1 名による下水道事業企業会計導入検討会を立ち

上げ全体での打合せを行った。 

その後は分科会及び個別協議による調整を行った。 
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６．システム関係 

（１）システム一覧 

①直接必要なシステム 

ア）固定資産管理システム 

下水道の管渠やマンホール、ポンプ場などの資産を評価し、資産価格の情報

を一元管理するシステム。 

イ）企業会計システム 

予算編成、執行管理など企業会計をトータルでサポートするシステムを水道

事業と共同で導入する。 

 

②関連システム 

ア）下水道台帳システム 

下水道の管渠やマンホール、ポンプ場などの施設情報を図面上で一元管理す

るシステム。 

イ）長寿命化支援システム 

下水道施設の効率的な改築計画策定を支援するシステム。 

ウ）負担金システム 

負担金の賦課状況を管理するシステム。 

 

（２）委託業務概要 

①資産評価及び固定資産管理システム調達等 

 

・業務名 佐倉市下水道事業法適応化及び GIS データ整備業務委託 

・委託期間 平成２３年９月２７日から平成２６年３月３１日 

・委託内容 

 （ア）下水道（汚水・雨水）台帳整備業務 

 （イ）下水道受益者負担金・分担金賦課システム整備業務 

 （ウ）下水道固定資産調査及び評価業務 

 （エ）下水道固定資産管理システム構築及び導入業務 

 （オ）GIS データベース構築業務 

 （カ）システム環境構築業務 

 （キ）下水道事業企業会計移行支援業務 

・その他 

 （ア）予算措置 

  平成２３年度～２５年度において継続費を設定 

 （イ）契約手法 
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  制限付一般競争入札 

  （ウ）資格要件 

   登録地区：無制限 

   事業経験：固定資産評価業務経験のあること 

   その他 ：ＩＳＯ９００１（品質マネジメントシステム） 

        ＩＳＭＳ（情報セキュリティマネジメントシステム）認証 

 

②企業会計システム 

ア）導入方法 

水道部と共同で導入する。賃貸借契約により水道部で契約を行い、下水道課

からは負担金を支払う。 

プロポーザル方式により調達。 

 

イ）導入スケジュール概要 

・平成 23 年度下期 予算要求用見積書徴取 

・平成 24 年度下期 プロポーザル公募 

・平成 24 年度末  契約締結 

・平成 25 年 10 月 予算編成稼働 

・平成 26 年 1 月 予算執行仮稼働 

・平成 26 年 4 月 全面稼働 

 

ウ）リース期間 

平成 25 年 10 月 1 日から平成 30 年 9 月 30 日まで 

 

エ）賃貸借料 

 下水道課負担額は 2 分の１とする。 

（債務負担行為により 60 回の月払い） 

 

オ）システムの範囲 

・予算編成システム（共同利用） 

・予算執行システム（共同利用） 

・固定資産管理システム（上水のみ） 

・企業債システム（共同利用） 

・決算統計システム（共同利用） 

・貯蔵品システム（共同利用） 

・給水受付システム（上水のみ） 
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（３）システム連携 

①全体イメージ 

 

 

 

②システム運用例 

ア）固定資産管理システムと下水道台帳システム 

下水道施設の価格と施設情報に関して、位置情報を共有し、それぞれリンク

して管理することにより、施設から資産の価格を見ることも、固定資産台帳か

ら施設情報をあたることも容易にできる。また、下水道施設の新設や更新時に、

資産価格の設定や除却処理を連動して行うことができ、正確な資産管理ができ

る。 
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【イメージ図】 

下水道台帳システム 

 

 

 

    ※資産が関連付けされている 

 

固定資産管理システム 
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７．資産調査・評価 

 

（１）資産関連資料の状態 

本市は汚水処理については流域下水道に委託しており、資産としては管渠と

ポンプ場が主なものとなる。 

資産の調査については、全く手つかずの状態であったため、事業開始以来の

すべての資料を集めることから開始した。決算統計は保存されていない年度も

あった。決算書については、財政部局で永年保存されていたため、すべて収集

することができた。工事台帳については、事業開始以来すべて保存されていた

が、工事の概要については記載されていたものの、位置図がないものがあるな

ど、内容については年度によりまちまちであった。また設計書については１０

年保存となっており、設計単価は最新のものしか取得できなかった。それ以前

の単価については、一部残っていた補助金の交付要求書などの補助資料を集め、

管種、管径などの区分ごとの単価を算出することとなった。 
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資料名 利用状況 

決算書 すべての年度現存。資産の額は原則決算書をもとに設定。 

決算説明書 すべての年度現存。工事台帳との突合せ時に使用。 

決算統計 参考資料として利用。 

消費税申告書 参考資料として利用。税抜処理は決算書より行う。 

工事台帳 すべての年度現存。年度により項目にばらつきあり。 

設計書 保存年限１０年。保存年限分のみ現存。 

工事の内訳。単価設定に使用。 

下水道台帳（図） 汚水分は市内全域あり。雨水分は一部のみ存在。資産の位置情報

確認に使用。 

下水道台帳（調書） 全資産あり。現存資産の確認に使用。 

完成図書 ポンプ場、管渠、調整池等は一部あり。 

施設内訳や下水道台帳の補完資料として使用。 

財産台帳 土地台帳、備品台帳あり。 

無形固定資産資料 地上権設定資料。 

受贈資産資料 なし。受贈資産の取得価額は同種の資産単価を基に積算。 
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（２）資産整理手法の決定 

①整理手法の比較 

項目 標準整理手法 簡易整理手法 詳細整理手法 

概要 管路は工事ごと、

処理施設等は主要

機器構成ごとに１

資産 

勘定科目及び耐用

年数の区分に沿っ

た資産整理単位 

実体資産を管理す

るシステムデータ

を利用して資産整

理を実施 

主要な調査資料 決算書、工事台帳、

設計書、完成図書、

下水道台帳、備品

台帳、土地台帳、

補助申請書等 

決算書、工事台帳、

決算統計、施設工

事設計書等 

決算書、工事台帳、

設計書、完成図書、

下水道台帳、備品

台帳、土地台帳、

補助申請書等 

資産整理単位 勘定科目+工事毎+

施設構成 

勘定科目 勘定科目+工事毎

管種口径延長+施

設機器単位 

作業の難易度 資産が多種多様と

なるので、ある程

度の知識が必要 

工事台帳や設計書

程度の資料を基に

作業を行うので特

に専門的な知識は

必要としない 

資産調査に加えて

台帳作成を行うた

めに完成図書など

を理解する知識が

求められる 

作業期間 やや長期 

（１～２年） 

短期 

（約 1 年） 

長期 

（２～３年） 

直営での作業の可

能性 

直営でもできるが

組織体制を整える

必要がある。日常

業務への負担が大

きい。 

直営でもできる。 

委託した場合でも

安価。 

台帳作成に関する

部分は委託する必

要がある。 

委託費 やや高価 安価 高価 

（台帳システムの

導入費が必要） 

資産数 やや多 少 多 

減価償却費・長期

前受金戻入の観点 

資産の括りが実態

とある程度一致す

る考え方であるた

め、特に問題ない 

資産の括りが大き

いため実体とそぐ

わない。そのため

経理上の資産と実

標準整理手法と同

様。 
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体資産が乖離して

いくことが考えら

れる。 

移動処理などの対

応（除却など） 

比較的簡単に除却

資産の特定が行え

る（工事情報など

から） 

除却資産の特定が

難しい。 

台帳システムの情

報を活用できるた

め、確実な除却資

産特定が可能とな

る。 

新規資産の登録等

の運用 

やや簡単 簡単 台帳等の新規情報

構築の運用が必要 

※下水道協会「下水道事業における企業会計導入の手引き（2008 年度版）」より抜粋 

現在は 2015 年度版が下水道協会より発行されていますのでそちらを参照ください 

②判断過程 

移行後の運用を考えると、なるべく詳細に行う方がよいという方針の中で、

資料の残存状況などから本市においてどの手法が対応可能かの判断を行った。 

上記資料の残存状況を考えると、設計書については１０年分のみの保存状況

であったが、補助金の交付要求書等他の補完資料も倉庫から発見されたことか

ら、単価設定については資料をもとに精度が保てると判断し可能な限り詳細手

法で整理することとした。 

③メリットとデメリット 

 詳細手法を採用することのメリットとしては、管渠を例にしてあげると、資

産の更新を行う場合に、下水道台帳システムとの連携により、位置情報を含め、

細かなカテゴリー別に正確に把握できることがあげられる。簡易的な評価方法

を採用した場合には、管渠等入れ替えの対象資産が年度や工事単位での把握と

なるため、更新対象が新設時の工事単位と異なる場合には按分計算を行わねば

ならず、更新を繰り返すことにより、残りの資産の把握が困難になっていくと

いう課題がある。詳細手法では、今後資産の更新を進めていくうえで、対象と

なる資産が下水道台帳の図面から管渠や人孔ポンプなどアイテムごとに把握で

き、対象を個々に選択することにより正確で効率的な除却処理を行うことがで

きる。ただし、デメリットとしては、当初資産評価時の事務コストが大きいこ

とがあげられる。また、移行後毎年の資産を評価する場合においても、設計書

レベルでの詳細な情報入力をして評価し続けなければならないため、決算処理

時の事務コストは大きくなる。 

 そのため、整理手法を決定する場合には、移行担当の状況や、移行後の施行

体制をよく考慮する必要があると考えられる。 
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（３）本市資産評価作業の流れ 

①概要 

本市資産評価の作業の流れとしては、資産の総額を確定するため決算書の整

理を行い、資産評価額の割り振りに必要な工事台帳の積み上げ作業を並行して

行った。その後、それぞれの資産の価格を算定する処理を行った。 

 

資 

産 

総 

額 

間接費 

・事務費等 

 

直接費           

・工事請負費 

・設計委託費等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決

算

書 

工

事

台

帳 

③をもとに確定 

②④をもとに確定 
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②資産確認のための基礎資料の作成 

 資産を評価するにあたって、現存する資産がどこにどれだけ存在するかを確

定するために基礎資料作成を直営で行った。具体的には以下の下水道台帳をベ

ースに、工事スパン、工事年度、工事番号等を直接図面上に記入していき、工

事台帳と下水道台帳のリンクを行うことで、下水道資産として評価すべき資産

の確定が行える。 

 

 

・市内供用開始区域全域作成（汚水約 720 枚、雨水約 470 枚） 

 

 

③決算書の整理 

ア）決算情報の集約 

決算書の記載方法や名称などの内容については自治体ごとに異なるものと

思われる。また、年代によっても異なる部分が多く、資産評価の受託業者では

内容が正しく理解されないことが多い。 

本市の例としては、下水道の建設費が年度によっていろいろな科目に分散さ

れていることがあげられる。事業開始当初は衛生費の中に下水道費があり、維

持費と建設費が一緒になっていた。その後都市計画費を経て下水道事業費へと

整理された。また、工事名称などの詳細な情報が、決算書本体の備考欄に記載
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されている場合や、決算書では科目ごとの総額のみが記載されており、決算説

明書のほうに具体的な名称が記載されている場合など多岐にわたっていた。そ

のため、年度ごとの内容について直営で詳細に精査し、入力方法について個別

に指示したうえで、わかりやすいフォーマットを作成し、決算額を整理した上

で固定資産管理システムへの入力作業を委託作業で行った。 

 

 

イ）人件費について 

人件費については管理分（３条）と建設分（4 条）に区分されたのが平成に

入ってからであったため、それまでの人件費については、人事情報をもとに担

当者の担当事務から管理か建設かの区分けを行わなければならない状況であ

った。そこで、直営で元データを作成し、業者の方はそのデータをそのままシ

ステムに取り込む手法とした。 

 

 

【決算書整理フォーマット】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決算額計：決算書の合計額 

控除額計：下水道資産でないもの 

移動額計：下水道費以外で取得した資産 

整理後の資産取得額 
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④工事台帳の積み上げ作業 

工事台帳は事業開始してからのすべての年度が保存されていたため、職員が

内容を確認しつつ工事台帳一覧表を作成した。（約 3,000 件） 

また、工事台帳データを各年度に分けた表を作成し、工事ごとに該当する財

源【国庫補助金、県補助金、起債（一般）、起債（臨時）、建設繰入金、寄付・

負担金、受託事業収入、受益者負担金・分担金】について、決算書や、起債の

申請書等から各工事に充てられている金額を調べ、財源の割り振りを行った。 

 

 

【工事台帳財源充当表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事データ 財源充当データ 
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⑤資産評価額の算定 

 

ア）単価設定（直接工事費） 

本市ではアイテムごとに評価額を持たせるため、管渠、人孔などの種類、口

径ごとに単価を設定した。塩化ビニール管など新しいものについては設計書に

単価の記載があるため、設計書の内訳から設定し、口径の小さなヒューム管な

ど比較的古い時代に使われていたものについては、設計書が廃棄されていたた

め、補助金の交付要求書などの内訳から設定した。 

 

【入力データ】 

 

※固定資産評価システムにて工事ごとに管理 

 

 

イ）資産価格（直接工事費）算定 

上記アでアイテムごとの単価設定を行ったため、下水道台帳をもとに現存す

るアイテムに単価を乗じて直接工事費を算出。 

 

ウ）資産価格（関連工事費・間接費）配分 

まず舗装復旧費など関連工事について直接工事費との関連が明確なものは、

直接工事費に関連付けを行い、不明なものについては全体に費用配分を行った。

次に人件費など全体にかかわるものにつきその年度のすべての工事に間接費

として費用配分を行った。 

 

エ）全体額の算定と妥当性チェック 

上記アからウのプロセスにより全体額が算定される。工事価格に間接費を足

したものが決算額と一致することを確認した。一致しない場合には間違いがあ

ることになるので、一致するまでチェックと修正作業を繰り返した。 
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 オ）直接工事のチェック 

 直接工事費については、アイテムごとの単価を算出したシートを作成し、妥

当性をチェックした。単価設定に誤りがあるとすべての計算プロセスがやり直

しになるため、作業終了したものから順次チェックする体制をとり、工事担当

職員の目で全データのチェックを行った。 
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当初 現在高

9,665,118 9,665,118

2

2

2

1

1

1

1

1 1,030,196 1,030,196

年 0.02 % 1

平成10年度

　　内訳 直 接 費

間 接 費

16,517,837 16,517,837

1

27,213,151 27,213,151

ｍ ｍ
受贈資産

（有･無）
無

固　定　資　産　台　帳

資産名称

サブ名称

工 事 番 号 1997-03-006-000-00 固定資産分類番号 1997-03-006-000-00-010302010900

設備台帳番号

工事名称

臼井１２号枝線管渠布設工事 汚水・雨水区分 汚水

取得年度 平成9年度

所 在 地 佐倉市臼井 戻入 充当財源内訳（単位：円）

事業区分 公共下水道事業 起債（一般）

款 固定資産

項 下水道有形固定資産 起債（臨時）

目 構築物

節 管渠構造物

細節 管渠

細々節 下水道用硬質塩化ビニル管（K-1)

企業債(その他)

小分類 下水道用硬質塩化ビニル管（K-1)

受贈財産評価額

寄付金

コメント

VU200

国庫補助金

（設置場所） 県補助金

取得年月日 平成9年12月08日 台帳作成日 平成26年01月08日 建設繰入

耐用年数 50 償 却 率 受託事業収入

償却方法 定額法 償 却 開 始 年 度

取得価額

当初 現在高

1 分担金　負担金
27,213,151 27,213,151

23,739,253 23,739,253

3,473,898 3,473,898 出資金

償 却 対 象 額 27,213,151 27,213,151 一般財源

年 間
減 価 償 却 額

489,836 489,836 その他１(戻入有)

残 存 価 額 2,721,315 2,721,315 その他２(戻入無)

償 却 限 度 額 1,360,657 1,360,657

み な し
償 却 額

合計

施 工 業 者
購 入 先

（株）****
長 期 前 受 金 戻 入 開 始 年 月 日
（ 戻 入 １ ）

平成11年03月31日

契 約 番 号 H09-BC-904
長 期 前 受 金 戻 入 開 始 年 月 日
（ 戻 入 ２ ）

形状寸法 φ200

備　　考

数 量
（当初/除却 /現 在）

346.2 346.2

規格・種別

 

※長期前受金については別表で管理 
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⑥その他の資産評価 

・流域下水道施設利用権 

流域下水道に対する建設負担金の支出額を無形固定資産流域下水道施設利用

権として分類。耐用年数は「下水道事業における企業会計導入の手引き（2013

年度版）」をもとに４５年で設定。 

 

・土地 

土地については、決算書の決算額をもって評価額とした。筆ごとの内訳につ

いては土地台帳をもとに集計した。 

 

【内訳例】 
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８．その他法手続き 

①例規類の改正 

本市は水道事業と組織統合を行うことから、下水道事業の公営企業法の適用

を明記する設置条例について、既存の「佐倉市水道事業の設置等に関する条例」

を改正した。市民向けに、条例の改正内容である下水道事業の公営企業法の適

用と、水道事業と下水道事業の組織統合について、パブリックコメントを行っ

た。 

スケジュールとして移行前年度の１０月にパブリックコメント、１２月の議

会で設置条例の改正をおこなった。その他の例規については、新年度予算提出

前の２月に会計規程を改正し、３月末に事務分掌等に関連する管理規程類を改

正した。 

②打ち切り決算 

打ち切り決算は、法適化移行に伴い法適用の前日までに現金の収入や支出が

あったもので決算を行った。また、法適用の前日までに収納されていない未収

金や支払をしていない未払金については、公営企業会計移行後の下水道予算に

おける「特例的収入及び支出」として公営企業会計に引き継ぐ形とした。 

そこで、特例的収入や支出の具体的な内容について、繰越事業の確定や、例

年の出納整理期間に取り扱っていた伝票の状況から数値を整理した。 

打ち切り決算を迎えるにあたって、年度内に出来るだけ収入や支出を済ませ

ておくことを心がけた。特に工事の年度内支払については工事担当と早い段階

から終了時期の調整を行った。また、赤字決算とならないために歳入面での補

助金や起債などの年度内入金について、特段の注意が必要であった。 

③金融機関の指定 

従来の水道事業の公金の取扱いを可能な限り変更せずに公営企業会計に移行

できるように、今まで水道部と契約を締結していた全ての金融機関と出納取扱

金融機関又は収納取扱金融機関として契約を締結した。また、会計システム変

更に伴う金融機関とのデータ受け渡しテストや、変更となった納付書等の取扱

い書類の周知、出納・収納取扱金融機関の指定と告示を行った。 
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９．おわりに 

～官公庁会計から公営企業会計へ移行してどのように変わったのか～ 

（３ページ参照） 

   ・特別会計上では歳入が歳出を上回る 

・経営分析では平均値に比べ良好な数値 

                   

   ・営業損失の計上 

   ・負債割合の高さ 

   ・流動比率の低さ 

 

【移行後決算概要】 

 

 

前 

後 
元来脆弱な経営体質であ

ることが明らかに！ 

     ↓ 

持続的な下水道事業経営

のための戦略策定へ 


